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午前8時 00分  開会

○原田委員長 おはようございます。本 日は、皆 さん方、お忙 しい ところを朝早 くからお

集ま りいただきま して、あ りが とうございます。

ただいまから、 「第27回 原子力損害賠償支援機構運営委員会」を開催いた します。

本日は、■■■■と■■■■は所用がございまして御欠席でございます。
本 国の運営委員会の議題は、御手元の議事次第のとお りでございますので、よろしくお

願いいたします。

早速でございますが、今後のスケジュールにつきまして、

願いします。

らヽ御説明をお

○       おはようございます。■■でございます。よろしくお願いいたします。
私か ら、資料 3に ございます 「今後のスケジュール」に沿いまして、簡単に御説明申し

上げたい と思います。

こちらは前回の運営委員会でもお配 りしてお りますけれ ども、その後、いろいろなこと

が起こりま したので、その部分を書き加 えてございますので、そこの点につきまして簡単

に御説明 させていただければと思います。

まず、 4つ の項 目、被害者賠償、廃炉(除染 。中間貯蔵、東電計画がございますけれ ど

も、それぞれに共通す るものとしま して、赤い四角囲みがございますけれ ども、 「<自 民

党 。公明党 >復興加速化に向けた『提言』」がございます。 11月 8日 でございますけれ ど

も、自民党、公明党か ら原子力事故災害か らの復興加速化に向けて とい う提言が出 されて

お ります。 この中では、今まで帰還を前提 としたいろんな施策が考えられたわけでござい

ますけれ ども、現実には、移住を希望 され る方々もあ り得るとい うことで、こういつた方々

につきま しても支援 を行 うとい うような考えが示 されておるところでございます。 こうい

つた考え方に基づきま して、原子力損害賠償についても政府の検討 を求めておるとい うこ

とでございます。また、これ以外でも、除染 。中間貯蔵施設につきま しても、国の役割に

つきま して提言が行われているところでございます。また、汚染作業につきま しても、実

施体制の強化 とい うことで体制の整備 につきま して提言がなされているとい う状況でござ

います。

続きま して、それぞれの項 目についての動きでございます。

まず、被害者賠償でございますけれ ども、原子力賠償紛争審査会におきまして引き続き

審議が行われているところでございます。先週金曜 日に開かれました際には、中間指針第

4次追補素案 とい うものが提示 されてお ります。まだまだ議論は途中でございま して結論

は出てお りませんけれ ども、先ほど自民党の提言の中で申し上げま した方々につきま して、

賠償の考え方を中心に議論 しているところでございます。

続きま して、廃炉、汚染水でございますが、これにつきま してはH月 8日 に東京電力か

ら、福島第一原発緊急安全対策が発表 されているところでございます。また、先ほど申し



上げま した 自民党の提言 も踏まえま して、今後、東電の対策 も踏まえま して、政府 として

の当面の予防的、重層的な取 りまとめが行われる見込みでございます。

続きま して、除染、中間貯蔵、復興でございます。 これにつきま しては、H月 20日 、原

子力規制委員会におきまして、帰還に向けた安全 。安心対策に関する基本的な考え方 とい

うものが提示 されてございます。 この中では、帰還後の住民の被曝の線量の評価につきま

して、これまで空間線量 とい うものを考えてございま したけれ ども、空間線量から推定 さ

れ る被曝線量ではな く、個人線量を用いることを基本 とすべきであるとい う考え方が提示

されてお ります。 この考え方に基づきま して、今後、住民の帰還の判断に資するロー ドマ

ップの策定あるいは帰還の選択をする住民を総合的に支援する仕組みの構築につきまして

国で検討すべきとい う考え方が示 されておるところでございます。

さらに、一番右側でございますけれ ども、東電の経営改革のところでございますが、こ

れにつきま しては同 じく原子力規制委員会の関係でございますけれ ども、柏崎刈羽原発の

安全審査が正式に開始 された とい う状況でございます。

最後にな りますが、それぞれ項 目につきま して、現在個々の検討が行われているところ

ではございますけれ ども、恐 らく今後 12月 に入 りま して、全てを束ねるような形で政府に

おいて何 らかの決定がなされるのではないか と見ておるところであ ります。

以上でございます。

○原田委員長 続きまして、 「『 新総合特別事業計画』骨子 (案 )」 につきま して、事務

局のほ うで作成 され てお りますので、 らヽ御説明をお願 いいた します。

事務局の■■でございます。

それでは、資料 4、 A3の 2枚紙に従って簡単に御説明申し上げます。

「『新総合特別事業計画』骨子 (案 )」 とい う資料でございますが、 1ポ ツの背景のと

ころを割 と詳 しく書いてございま して、後ほど加 えてまい ります 2ポ ツ以降の ところにつ

きましては、今の段階では項 目とい う形になつているとい うところでございます。

1の趣旨の ところでございますけれ ども、こちらは (1)の ところにもございますよう

に、そもそも 「総合特別事業計画」の枠組みがどのようなものであつたのか、こちらのほ

うから入 らせていただいてお ります。

現行の 「総合特別事業計画」につきま しては、巨額の事故費用のための資金繰 りの危機

に直面 していた東京電力を支援する、ある意味、資金繰 り対策を軸 としていた とい うこと

が 1つ でございまして、その中で被災者賠償、事故炉の安定化、電力の安定供給 とい う3

つの責務のために、国の支援のあ り方 とか東電の経営改革、関係者の協力などをパ ッケー

ジとしてまとめたとい う位置づけであるか と理解 してお ります。

しか しなが ら、策定の時点が事故後の 1年 ほどのところでございま したので、必ず しも

被害の広が りとか復興の道筋、ここまで思いが十分に至っていなかつた。したがいま して、

今後の費用の広が りなどが起こった場合には、責任分担や費用分担につきま しては、国 と

東電の双方が連帯 して対応するとい う基本認識を示すのにとどまつたものだと理解 してお



ります。

下のほ うに事業継続のためのパ ッケージとい うことで、国、東電、金融機関、株主、そ

れぞれ 「総合特別事業計画」ではどのようなパ ッケージだつたかを簡単に記述 してござい

ますが、まず、国におきま しては、 1兆 円の出資をするのに加 えま して、 5兆 円の交付国

債枠を設定 して賠償を円滑化する。さらに8.5%の値上げの認可をする。それに対 しま して、

東電 といた しましては、第二者のデューデ リジェンスによるコス ト削減、10年間で3.4兆 円、

さらには7,500億 円相 当の資産売却、ガバナンス改革 とい うことで委員会設置会社に移行す

るとい うよ うな取 り組みを行つた。

さらに、金融機関、株主につきま しては、まず金融機関でございますけれ ども、 1兆 円

の新規融資、77行 か らなる銀行団の借 り換え、残高維持を行 うとい うことでございます し、

株主につきま しては、株式 より議決権が希釈化する。 これは政府出資の部分の議決権が半

分 とい うことでございますので、市場流通株式の議決権割合が半分になった とい う意味で

ございます。経営責任 につきま しては、会長、社長以下、全ての役員を対象 といた しま し

て、給与削減を行つた とい うことでございます。

(2)で ございますが、総特を策定 した以降の経営環境の変化でございます。ここでは、

先ほども総合特別事業計画の ところで申し上げま した とお り、十分な被害の広が りとか復

興の道筋については思いが至 らなかったとい うところでございますが、それが徐々に顕在

化 してきた とい うことでございま して、主に 3点 ございます。

1つ 目といた しま しては、事故費用の見通 しの増大。例えば被災者賠償だけでも 5兆 円

を超えるのではないか、また、除染費用につきま しても、複数の学会で、除染費用のみで

5兆 円を超えるのではないか とい う見通 しも出てきてございます。

さらに廃炉につきま しては、最終処分費用を除いても 2兆 円程度の費用が少なくとも必

要になって くるとい うことになってきているとい うことでございます。

続きま して、汚染水、タンク問題の発生でございます。 こちらのほ うは、事故後の緊急

対応 とい うところがございま したが、その後の特にタンク面での運用等を中心 といた しま

して、ほころびが時間 とともに露呈 してきているとい うことでございます し、これは福島

復興の面で問題 とい うことにとどまらず、 日本国全体が国際的にもかな りこの問題で注 目

されているとい うことからも明 らかなように、国の信用に当たる事態になつてきていると

い う状況だ と思います。

3番 目が電力 自由化の決定や原子力の再稼働の遅れでございます。まず、電力 自由化に

つきま しては、事故後、需要家選択肢の確保 とか、競争の促進に伴 う電力料金の可能な限

りの引き下げとい う観点か ら検討が進められてきてお りますが、そちらは臨時国会の中で

も電気事業制度の改革の法案がプログラム規定でございますけれ ども、通つているところ

でございます。いわば電力 自由化が決定され る中で、賠償であ ります とか廃炉であ ります

とか、こうい うところを維持 していく経営基盤づ くりをしていかなければいけない とい う

のは非常に大きなところだと思います。



さらに、柏崎刈羽原子力発電所の再稼働でございますが、 「総合特別事業計画」の計画

です と、この 4月 、 5月 には既に柏崎刈羽の原子力発電所の 1号機、 7号機が再稼働 して

いかなければいけなかったとい うところでございますけれ ども、それはまだ実現を見てい

ないとい うところでございます。

こういった大きな事情変化 とい うのがございますので、特別事業計画のほ うも抜本的に

見直す ことが必要 とい うことではないか と。

さらに 3番 目でございますが、政府による責任、負担の見直 しでございます。 こちらは

まだ完全に政府の閣僚 レベルでの決定がなされていないものですか ら、終わ り方は若干ふ

わつとしているところがございますけれ ども、流れ としては、まず 「国難」 とも言 うべき

事態の中で、まだ福島の復興は十分には進んでいない とい う問題意識。東電 と機構 として

は、こうした中、総特を超えているさまざま経営改革努力、例えば賠償の円滑化のための

体制整備であ ります とか、原子力改革、 lF、 福島第一原子力発電所での現場の強化策、さ

らには福島復興本社の設置、経営合理化の深掘などに取 り組んできてございますが、その

中でも汚染水 といつた国民の信頼を損な う事象が発生 している。 さらに、人材流出であ り

ます とか現場の疲弊であ ります とか、そ ういつた企業体力の劣化 とい うのもかな り顕著に

なってきているところでございます。

こうした状況を踏まえまして、政府 としては、福島の復興の加速化最優先のために、国

が前面に立って福島再生を実現する。そのために東電に対 して、 さらに踏み込んだ改革を

求めるとい う基本方針に沿つて新たな責任分担、費用分担の具体的あ り方を決定 した。 こ

ちらはまだ実際の決定を見てお りませんので、ふわつとして終わらせているところでござ

います。

そ うした状況下では、 「新総合特別事業計画」での新たな枠組みはどのようになるのか

とい うのを示 したのが (4)で ございます。 こうした中、まず第 1番 目の話 として①でご

ざいますが、再生のための新たなパ ッケージとい うことでございま して、国として取 り組

むべき事項は、除染、廃炉における役割強化 とい うことでございます。それに対 しま して

東電 として、 5兆 円超の賠償にちゃん と取 り組むこと、廃炉につきま しても 2兆 円の支出

にはコミッ トしてお りまして、これを円滑に使用 してい くこと。 さらに除染につきま して

は、一定の割合のところについてはきちん と支払いをしてい くとい うところでございます。

これに加 えまして、コス ト削減努力 として10年間で 1兆 円程度の深掘をするとい うこと

と、あとは人員削減につきま しては、総合特別事業計画の10年計画を 7年前倒 しで達成す

るとい うことでございます。 こうしたことに加えま して、こうした努力によりま して、国

民への還元 とい うことで電気料金の引き下げ、国保有株の売却益 といた しま して、25年 間

ぐらいで 4兆 円の捻出を行 うとい うのが東電の ミッシ ョンではないか と思います。

3番 目、金融機関 と株主でございますけれ ども、こちらにつきま しては、金融機関とし

ては、長期の資金収支に対 してコミッ トをす る。そ うした努力に加 えて、成長投資分の追

加与信 とい うことで、こちらのほ うにコミッ トしていただくとい うのが大きな構造か と思



います。

さらには、ホールデ ィングカンパニー制、ある種の分社化でございます。電カシステム

改革によりまして可能 となる分社化につきま しても、金融機関 として資金供給に協力を し

ていくとい うこと。

最後、株主でございますが、国保有株の売却時に株主価値の希釈でございます。 こちら

は既に現在機構が保有 してお ります政府保有の株は優先株でございま して、そちらのほ う

の転換ルールによりますれば、経営努力によって300円 を超えていた場合には株式数が 自動

的に増加 して しま うとい うものが既にビル トインされています。

②でございます。福島における復興基盤の 「持続的な増強」 とい うところでございます

が、その中で、まずは賠償/復興体制の強化 とい うことで、福島復興本社の体制強化、1,000

人規模で増強す るとい う話。 さらには、最後の 1人まで被災者賠償を貫徹する。 5兆 円を

超えた としてもきつち り対応 していくとい うことと、ADRを 尊重 してきちん と対応 していく

とい うことでございます。

続きま して、廃炉体制の強化でございますが、こちらにつきましては、社内の廃炉カン

パニー とい うものを設置 して、外部の専門家 とい う方々に活躍 していただ くシステムに し

ていきたい。その中でもプロジェク トマネジメン ト体制 とい うのをきちん と整備 して、今

までのような、ある種のみつともない対応にならないように していきたい とい うことでご

ざいます。

これに加 えま して、会社の意思決定をある意味、廃炉の部分 とい うのはかな り特殊な技

術的知見等が求められますので、そ ういつたものを反映するため、会社の意思決定の適正

化を図るよう独立委員会を設置す るとい うこともあろ うか と思います。

続きま して、福島第一の 5号機、 6号機 につきま しては、総理が秋に福島を訪問 した と

きに廃炉について検討するように要請 されてございますけれ ども、そちらのほ うを真摯に

受けとめま して、 5、 6に ついては廃炉にいた しま して研究施設に転用するとい うことで

ございます。汚染水、漏えい再発防止につきましてはきちん と取 り組んでいくとい うのは

言 うまでもございません。

3番 目の要素でございますけれ ども、雇用創出への貢献 とい うことでございま して、ま

ず、ハイエン ドの職場 として、廃炉のための研究開発基盤であ ります とか、最新鋭の石炭

火力の整備 に取 り組んでいくとい うことがございます。後者の最新鋭の石炭火力の整備に

つきま しては、海外展開等 も狙えるとい うものでございますので、ある種、海外展開の拠

点 として福島を活用 してい くとい うよ うな考え方 もあるのではないか と思います。

続きまして、地元のニーズに根 ざした介護であ ります とか、農業であ ります とか、こう

い うものについても、これは東電単体 とい うよりはグループ全体で取 り組んでいくとい う

ものになろ うかと思います。

3番 目の要素 として、早期の脱国有化実現でございます。 こちらはまだ詰ま りきってい

ないところがございますので、イメージと書かせていただいてお りますが、2016年 度に社



債市場に復帰する。その後、2020年代半ばに国の議決権を 3分の 1に縮小 していく。 さら

に、もう少 し先になると思いますけれ ども、国の保有株を売却 していくというプロセスを

きちんと示 して、民間の企業に復帰 していくのだとい うような形にできないかと思つてお

ります。

④でございます。 自己責任の貫徹、競争基盤の拡大を両立するホールデ ィング制の移行

でございます。 こちらにつきま しては、④⑤ と事業の中身の改革 とい うことでございまし

て、その 1つ 日の話 とい うのがホールディング制移行、もしくはエネ庁のシステム改革の

用語で言 うならば分社化 とい うことでございます。その分社化につきましては、2016年 度

に燃料火カカンパニー と送配電カンパニー と小売カンパニー、 3つ のカンパニーを想定 し

てお りますが、この 3つ を分社化する。 したがつて、この 3つ は法人格を有す ることにな

るとい うことでございます。その上に、ホールデ ィングカンパニー としてコーポレー ト部

門とい うのが設置 されて事業のコン トロールを行つていくとい うシステムに移行するとい

うことでございます。

その中で、自己責任の貫徹 とい うのは、グループ全体 として しつか り行つていくととも

に、独立 したカンパニーのおのおのの事業特性に合わせて、アライアンスであ ります とか、

資金調達であ ります とか、そ うい うのをやつていく。それによつて、グループ全体 として

利益が上がるような形にできないかとい うことでございます。

特に燃料火力は非常に大きな投資が必要なところだと思います し、他方で、小売のほ う

といた しま しては、それほど資本 とかを活用するとい うわけではない。ただ し、小売にせ

よ、燃料火力にせ よ、自由化が見込まれるものですか ら、そ こはきちん と経営基盤 とい う

のを強化 していただ くとい うことではないか と思つています。

5番 目の項 目でございます。国民への還元を最優先する事業戦略でございま して、こち

らはまずグループ全体での還元 として何ができるのか。 これはシステム改革後の自由化に

伴 う規制なき独 占を打破する。それによつて、安い電気を安定的に、かつ国民が選択でき

て、 しかも便利に活用できるとい う低廉、選択、便利 とい う3つ をキーワー ドに、新たな

競争環境、これはシステム改革後の競争環境 とい うことでございますが、そこにおけるビ

ジネスモデルを先行 して具体化するとい うことでございます。

それに加 えま して、原価低減努力を推進 しまして、 日本全体での値下げ競争を喚起する

とい うのは当然でございますが、業種や地域の壁を越えた活発な連携 と競争 とい う手法に

よりま して、新たなビジネスモデルを実現する企業に変革 していきたい。それによりまし

て、経営改革の成果 とい うのを国民皆様に還元 していくとい うことができないか と考えて

ございます。

その中でも燃料火力分野 といた しま しては、アライアンスによる信用補完、調達規模の

拡大、これによりま して老朽火力の早期 リプ レース、上流投資、 トレーデ ィング、こうい

うものを取 り組んでい くとい うことでございま して、これ らの要素によりまして、現在の

発電原価 とい うのを大幅に下げることが可能ではないかと思つてお ります。



また、世の中でかな り批判 もされていると思いますけれ ども、現在のガスの調達価格に

ついても低減 していかなければいけないであ ります とか、最新鋭の技術を用いることによ

りま して、なるべ く原価低減を図つてい くとい うことによりますれば、恐 らく電気料金の

引き下げを通 じて除染原資みたいなものにも貢献す ることができるのかと考えてお ります。

あと海外事業についてもきちんと取 り組んでいくとい うことでございます。

送配電部門でございますが、送配電部門につきま しては、引き続 き現在のよ うな総括原

価 とい うか、そ うい うような規制体系が残 り続けるところではないか と考えてお りま して、

その中ではコス トカ ッ ト、コス トの低減 と安定供給、 2つ の要素が大事か と思つてござい

ます。

最初の要素が、調達改革によるコス ト低減 と投資効率化、これによりま して、まず コス

トの抑制を図るとともに、全国の系統連系、スマー トメーターの導入加速によりま して、

災害にも強い次世代グ リッ ドとい うのを構築 してい くとい うことが求められていると考え

てお ります。

小売部門でございますが、こちらにつきま しては、まず電源調達のところでコス トカ ッ

トを起 こしてい くとい うことでございま して、これまでは燃料火力 とか社内でほぼ全てを

調達 していた電源調達でございますけれ ども、こちらは例えば入札 とかそ うい う手法によ

りま して、社外か らも電源を調達 してい くとい う道 をつ くりたい と考えてございます。そ

れに加 えま して、デマン ドレスポンス、これは需要家の方々の電気料金を節約するとい う

ような取 り組みでございますけれ ども、そ うい う新 しい料金メニューによりま して、低廉

で多様な選択肢、真 にお客様に役に立つ選択肢を提示 してい くとい うことが大きな ミッシ

ョンでございます し、それに加 えまして、 2番 目の黒ポツですが、全国規模で電力、ガス

とい うのを最 も効率よく提供する。 これまでのある種 9電力体制で地域独 占を していたも

のでございますけれ ども、それを超えていくとい うのも大きな取 り組みだ と思います し、

あとは家電制御 といつた安全で便利なサー ビスを提供するためのオープンな基盤提供、あ

る意味、全てを自分でや るのではなくて、ある分野では他の方々と連携 してい くとい うこ

とが十分あ り得 るのではないかとい うことでございます。

(5)の改革のスケジュールにつきま しては、別途、現在作成中でございます。

2ポ ツ以降につきま しては、福島復興の加速化、原子力損害の賠償状況、要賠償額の見

通 しとか、あとは原子炉の安定収束 と廃炉、これは福島第一原子力発電所の着実な廃止措

置の推進、原子力安全の確保 とい うことでございますが、 5ポ ツ、東電の事業運営に関す

る計画は経営合理化のための方策 と再生に向けた収益基盤づ くり、経営責任の明確化 とか、

そ うい う事項でございます。

さらに 6ポ ツは、資産及び収支の状況に係 る評価に関する事項でございま して、こちら

のほ うに収支の計画等が入つてまい りますが、少 しここはまだブランクがございます。

7ポ ツとしては、資金援助の内容でございます。こちらは8,000億 円ぐらいの資金援助が

必要か と思いますが、それを重視するとい うことでございます。



2ポ ツか ら7ポ ツにつきま しては、現在の段階では項 目立てにとどめてございます。基

本的には今、御説明申し上げた 1ポ ツの内容 とい うのがそれぞれ溶け込んで細かくなつて

いくとい うイメージでございますけれ ども、今 日のところは項 目出 しとい うことで とどめ

させていただければと考えてございます。

すみません、少 し長 くな りましたが、以上で説明を終了させていただきます。

○原 田委員長 あ りが とうございま した。

ただいまの説明で、新 しい 「総合特別事業計画」の骨子の段階でございますけれ ども、

かな り広範囲にわた り、かつ相互に関連す る重要課題に取 り組んでい くとい う観点から、

方向づけが少 し見えてきたような気がいた します。

前回の運営委員会で、短時間でございま したけれ ども、各委員の皆様方から御意見いた

だきま した。私はそれぞれの委員の皆様方が御 自分の現在の活動をしてお られる分野にお

ける知見に合わせて、さまざまな経験を踏まえて述べ られた意見が問題の本質をきちつと

捉えていただいていると思います。基本的な方向づけについての考え方が伺えたと思つて

お り、そのことを記者ブ リーフのときに申し上げました。

その後、一方で、事業計画の骨子について事務当局が さまざまな検討を続けて、また情

報を集めてお られる過程で、委員の皆様方にも御説明 しなが ら、さらに御意見をいただい

てお ります。そのあた りを踏まえて、検討の前提 として、この運営委員会 として一度概括

的でも意見を取 りまとめて、東電及び機構に提出す ることとしてはどうか と。あわせて、

政府 との関係では、政府 も各省庁がまたがる中で、国民の幅広い意見を聞きながら方向づ

けを出そ うと努力 してお られる状況でございますので、政府に対 しても 1つ の要望 とい う

ことで申し入れをさせていただいたらどうか と考えてお ります。

つきま しては、前回での皆様方の御意見を踏まえて、お手元にある資料 「「新・総合特

別事業計画 (仮 )」 の策定について」 と題するものでございますが、 2枚組の紙を事務局

において 1つ の案 として、たたき台 として作成 していただいてお ります。 これ もあわせて

御意見を今回いただければと思います。

それでは、委員の皆様方か ら御意見、また質問も含めて頂戴 したらと存 じますので、よ

ろしくお願いいた します。

9時 20分 ごろをめどに終わ りたいと思いますので、よろしく御協力いただきたい と思い

ます。 どなたか らでも結構ですけれ ども、いかがでございま しょうか。 よろしゅうござい

ますか。

それでは、大変恐縮ですけれ ども、

いましょうか。

○■■■■  基本的によくできている

からいかがでござ

のだ と思います。も う少 し見 させ ていただいてか ら、

また。

○原田委員長 わか りました。 ざつと中身を見てまい りましょうか。

前文のところでございますけれ ども、委員会 として、機構 あるいは東京電力関係者にお



いてさまざまな検討が進んでいるとい う認識のもとに、今後の最終的な検討に資するため

に次のような点を伝 えることにしてはどうか とい うことです。

1つ は、 「国難」 とも言える事態に対処するために、国民各般の理解 も得つつ、計画の

策定、実行に努める。 ここは非常に抽象的な形で取 りまとめられてお りますけれ ども、こ

の事態は、 「国難」 とも言える事態なのではないか とい うのは、皆様方の共通す る思いな

のではないか と思います。地震によつて引き起 こされましたけれ ども、その後の展開は、

単なる一事業者の責任に帰せないようなさまざまな事態 となってお り、この国が全力を挙

げて対応すべき 「国難」 とも言える状況ではないか と思います。

しか し、そのために、過去のことをいたず らに否定 した り非難するだけでは足 りない と

申しますか、そ うい うことも念頭に置きなが ら、今後に向けて皆様方の意見を踏まえて対

応 していきますが、その際には、国民各般の理解 も得つつ、計画の策定、実行に当たるこ

とが必要だ と。事業会社の経営責任を問 うべきであるとか、そこをまずや り直 してからだ

とか、一方的な供給者側の意見だけで議論するのはおか しい とか、様々なご意見があ りま

す。また、国際的な状況、特に最近になって注 目されているようなCOP19の 新 しいC02削減

の問題 と絡んだ、この国のエネルギーのあ り方についての全体的な考え方を踏まえて、今

回の事態に備 えていくべきとい う議論 もあ ります。国民各層の、もちろん考え方はいろい

ろあると思いますけれ ども、全体 として御理解いただけるような形で今回の対応策がつ く

られなければならないのではないかとい う点は共通のことではなかったか と思います。

次に、前回の運営委員会で、東電は社会に受け入れ られるような 1つ の ビジ ョンを持っ

て、自分の将来の姿を示 して、そ して、特に社員を含めたステークホルダー全般 と共有で

きるよ うな努力を続ける姿勢を示すべきとい うご意見があ りま した。先ほどの資料の中に

も触れ られましたように、さまざまな形での国民経済の還元 とい う観点で、それを展開 し

ていく改革案になってほしい とい うことでございます。

3番 目は、東電が賠償、廃炉、汚染水、電力の安定供給 といった当面の責任 といいます

か、表にあらわれた問題、責任 を果たすため、より長期的に見て現場を支えていただいて

いる人材が希望を持つて働 くことができる環境を整 えていくとい うことも重要である、そ

うい うことを踏まえてほ しい とい う意見であ ります。

4番 目が、東電が廃炉、汚染水対策に全力に取 り組むことでございますけれ ども、それ

については、適切な処置、また問題点を迅速に情報公開 してわか りやすい形で理解 を深め

ていく、それが一方では社員の士気を高めるとい う視点を踏 まえた対策であってほ しい と

い うことでございます。

その次は、東電は、被害者の賠償については、迅速かつ適切な実施を引き続き継続 して

ほ しい。 これはさまざまな担当者が努力 していただいていると思いますけれ ども、現場に

入 り、現場の状況を見た方は、やは り現場の熱い期待 と思いを感 じてこられて、表現はい

ろいろあ りますけれ ども、苦 しんでお られ る方々の最後の 1人までも救いたい、そ うい う

ようなメッセージを伝えたい とい うことがあ ります。 これは現場に入つていった担当者の



方々として共通する考えではないかと思います。

東電の組織のあ り方につきま しては、これ も色々な角度か ら言われていますけれ ども、

特定の部分最適には陥 らないで、全体 として トータル として総合的な判断のもとで最適な

ものとしてもらいたい とい うことでございます。

次に、電カシステム改革については、既に骨子の中でもさまざまな視点が示 されてお り

ます。積極的に取 り組むこと。

次に、金融機関等を初めとするステークホルダーヘの協力要請が機構法上の法定要件 と

なっていることも踏まえて、経営の合理化や将来の成長戦略の実現に必要な資金について

十分調べた上で金融機関にも適切かつ十分な協力の要請を行 うこと。 これ も 1つ の重要な

視点だ と思います。

次に、除染、中間貯蔵施設の建設の費用負担、さまざまな問題 につきま して東京電力に

全てを任せ るのみでは福島の復興や電力の安定供給の課題に対応できない可能性があ りま

す。そ うい う困難があるとい う観点か ら、分担についての具体化を検討 してほしい と思い

ます。

最後は、法律のあり方でございますが、当初からさまざまな形で指摘されてお りますけ

れ ども、機構法附則 6条 を踏まえて、エネルギー政策に関する国の政策のあり方の根本的

なところを踏まえつつ、政策における国の責任をどう考えるのかとい うことを何 らかの形

であらわせるような検討を進めていただきたいとい うご意見があつたと思います。何か御

意見がございましたら、よろしくお願いいたします。

もしよろ しかつた ら、お手 を挙げて。

どうぞ。

○■■■■  骨子 (案 )の 中に 1つ 2つ御質問とい うか教えていただきたい点があ ります

ので、それが 1つ。それから、ただいま委員長か らプロセスを示 していただいた申し入れ

(案 )について、 1つ 2つ コメン トがございます。

まず質問のほ うですが、全体 として どのくらいのコス ト、費用がかかるのか とい う全体

像が私 自身まだよくわかつてお りませんので、そのことをクリアに したい とい うことです

が、事故費用見通 しとい う一番最初の (2)に書いてあるところを積み上げます と、被害

者賠償だけで 5兆 円プラスアルファ、除染費用もどうなるかわか らない とい うところがあ

るのだろ うと思います。先ほどの線量基準の見直 しによつては減少す るのかもしれません。

最後に、廃炉について最終処分費用を除外 して 2兆 円とい うことはありますが、これは最

終処分費用 とい うのはどのくらいで、誰が負担するとい うことになつているのかとい うこ

とがわか らないので、そこを教えていただきたい。 これが質問の 1つ 日です。

もう一つは、政府で来月中の どこかでグラン ドデザインとい うのか、 トータルな政府 と

しての考え方が示 され るとい うことですけれ ども、それはタイ ミングとしてはいつ ごろと

今見てお られるのか とい うことを教えていただきたい。 これが質問の 2つ 日です。

申し入れ (案 )に ついては、細かい点は委員長にお任せ します し、全体 としてはよくで
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きていると思います。ただ、 3番 目と4番 目は若干ダブ リがあるのかなと。 こだわるわけ

ではあ りませんが、そ うい う感 じがいた しま した。

2ページロの一番上、 6番 目の項 目にな りますが、組織のあ りようについて、部分最適

と全体最適 とい う話は、議論を聞いていた者にはわかるのかもしれませんが、これだけぱ

つと出 され ると若千抽象的過 ぎて、何が言いたいのかとい う疑間を持たれ るおそれがある

のではないか と思いますので、書 くのであればもう少 し具体化 したほ うがいいのかなとい

う気が しています。

私か らは以上でございます。

○原田委員長 あ りが とうございました。

このあた りについてはいかがですか。 この段階で明 らかにできることとできないことが

あるかもしれませんが。

○       わか りました。お答え申し上げます。

被災者賠償 と除染費用につきま しては、こちらに書いてあるもの とい うのが現在、我々

が考えているところでございまして、廃炉については最終処分費用が どのくらいか とい う

ところだと思いますが、多くなる可能性 も、少なくなる可能性 もございます。

○原田委員長 ご指摘の、中身がダブっているとい うところは調整 したい と思います。

ol■■■ ■■でござぃます。

この運営委員会、委員長さん初め、メンバーが大幅に変わ りまして、

たな運営委員会 として どう考えているのか とい うのをやは り

外部に出 していく必要があ りますので、この段階でこうい う文章をきちん と外に出 しても

のを言つていくとい うことが必要ではないか と思います。

もう一つは、今、この文章を拝見いた しま した。いろいろな項 目が入つているのでよく

できていると思います じ、あと、これか ら私は修文などは全て委員長のほ うにお任せ しま

す。 タイ ミングとかいろいろあると思いますので、私な りにこうい うように理解 していま

す とい うことだけ申し上げて、どうい うよぅに取 り扱 うかは全て委員長 さんのほ うに御判

断をお任せ したい。大変よくできていると思っています。

総体 としていいます と、この福島の大変深刻な事故を起 こした とい うことについて、こ

れまで関係 した者全てが国民に謙虚 さをきちん とあらわす ような視点が必要だ と思います。

その上で、大きく言 うと国、東京電力、金融機関と、この三者全てが一歩前に出るような

形でこの問題に取 り組む。 これまでの総特が うまく今の状況に合わなくなってきていると

い う、そこをきちん と踏まえて、新たに三者が全て一歩前に出るとい う姿勢を今度の新 し

い総特の中に入れておかなければいけないと思います。

国につきま しては、前回も申し上げま したが、特に除染について、あるいは除染 と中間

貯蔵について、党のほ うの文書を見ても費用負担について国が一歩前に出るようにとい う

ことを書いてあ ります し、この姿勢でやってもらいたい。 この文書が国に対する要望 とい

うことであ りますので、そのことを十分強調 しておいてもらいたい と思います。そのとき
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に、今 のスキー ムです と、いずれ に して も25年 な ら25年 で さま ざまな資金 を結局東電が負

担 を して回収す る とい うスキームになってい るわけです けれ ども、特別負担金 による回収

が例 えば これだけに限 りませ んけれ ども、25年 か ら40年 とい うよ うな形 でただ単に延 ばす

よ うな ものではな くて、きちん と一定 の役割分担 を決 めた上で国が負担 をす る とい うこと

を明確 にす ることは必要だ と思います。

東電につきましては、東電が他に先駆けて積極的な改革に取 り組む といつたようなこと

を 「総合特別事業計画」にいろいろ盛 り込む必要があると思いますが、先ほどの計画の案

のところに出てきたもので 2枚 目のところに国民への還元をグループ全体 として、 と書い

てあります。 自由化に伴 う規制なき独 占状況を打破すると。先ほど委員長 もお話にな りま

したけれ ども、東電を救済するような形 と捉 えられてもらつては大変困る。 これか らの電

力、エネルギー とい う重要なものを担 う企業を国民のためにきちんと体制づ くりを してい

く必要があります。

これからはエネルギーについて、今の電力の 9社、地域独 占体制 とい う

ことではなくて、場合によつてはガスなども含めた非常に大胆な総合エネルギー会社に変

わっていく、そ うい う中で国民にさまざまな料金値下げだけではない果実を還元 していく

必要があ ります。今回も東電はそ ういつた線に沿つた形で、本当に新生東電 とい うか、新

しい東電をつ くつてほ しい。東電 自身 もそ うい う強い覚悟を持つて取 り組んでほしいと思

います し、この総合特別事業計画の中でもそ ういつたことがはつき りと含まれるような計

画になってほ しい と思います。

あと、金融機関ですが、金融機関は来月に、いわゆるニューマネー と借 り換えがあるよ

うですが、全体 としては、先ほど全てが一歩前に出なければいけないのではないか と。先

ほど御説明いただいた計画の案の中でも 1ページロのところに、金融機関 として今後の長

期資金に加 え、成長投資分は追加与信 と書いてあ りますが、新 しい新生東電 とい うものが

できた ときに、大きな会社のビジ ョンとすれば、そこで事業を新たにどう展開 していくの

かとい う部分が必要 とな ります。それについて、どうい う事業をこれか らやつてい くのか、

先ほど火力、最新鋭石炭火力について整備 をして今後海外展開等 も視野にとい う話 も説明

の中でありま したが、そ ういつたことも大変重要だ と思います し、それだけにこだわ らず、

これは従来の会社の姿 と決別をして新たな会社 として生まれ変わつてもらわないといけな

い と思いますので、そ うい う新規のものについて、金融機関が どうい う与信をしていくの

かとい うことをぜひ金融機関にも考えていただきたい と思います。東電か らもそのことを

金融機関にきちん と説明 して、理解を得るようにしていただきたい と思います。その金融

機関が一歩前に出るとい うこともこの中にわかるよ うな、そ うい うものでなければいけな

い と思います。

国と東電 と金融機関 と、そんなように私は理解 しながら、その考え方を外に出 していく

とい うことと、それを踏まえて、これからの計画の認可に当たつていくべきではないか と

思います。 もう後は委員長 さんのほ うにお任せいた したい と思います。



○原田委員長 あ りが とうございます。いかがですか。

どうぞ。

ol■■■ ■■でございます。

まず、策定 (案 )については、前回の議論を しつか りと反映 していただいていると思い

ますので、これはもうこれで結構です し、あとは委員長にお任せ したい と思います。

先ほど■■■■ か らお話があ りま した部分最適 と全体最適は、前回、私が申 し上げた話

だろうと思いま して、この点について補足 します。

東電の経営改革の中でホールデ ィング制を導入す る。ホールディングの中でそれぞれ持

ち株会社の傘下で分社化 された事業会社があるわけであ りま して、この事業会社はベク ト

ルが全然違って しま うと最終的に全体最適につなが らない。ですか ら、ホールディング制

の場合には、とりわけ本社部門、このケースでいえばコーポ レー ト部門 とい うことになる

ので しょうか、そこがある意味では リーダーシップ とグリップ、それぞれに対する収益 目

標な り経営 目標な りを明確に出 してい くとい うことが必要です。それを通 じて部分最適に

陥 らずに、グループが全体最適をしつか りと追求 していくことができる組織をぜひつ くっ

ていただきたいとい う趣 旨で申し上げた とい うことであ ります。以上です。

○■■■■  あ りが とうございます。要回収の資料で経営環境の変化 とい うところで、廃

炉について汚染水問題 とい うことが出て、どのような運営がいいのかについて議論が進ん

でいます が、 これ は もつ と前 か らや るべ きだった と思います。

置 き場 の問題 とか、本 当に中間貯蔵施設 に

持つていくときに周辺の道路の横の人の被曝は問題ないかとか、さまざまな問題がござい

ますので、中間貯蔵等に国のお金 とい うことは大変いいことなのですけれ ども、本当に何

が遅れているのかを しっか りと現実的に見て、それを解決 していくとい うことが大事か と

思 うのです。その中で本当に費用効果の高い ところにお金を使 うとい うことが大事であ り

ま して、除染は何兆円かかるかわか らないのですが、コス トベネフィッ トといいますか、

費用対効果がいいものか らやっていって、そこを しっか りやれば県民あるいは避難 されて

いる方 も理解が深まっていくかなと思います。

もう一つは、柏崎刈羽が 1年以上経過 したとい うことで、今の状態を見ていると、なか

なか賠償支援機構 としては難 しい と思いますけれ ども、本当に しっか りと東電が安全を説

明 し、それを皆 さんにわかってもらい、安全が確認 された原発については再起動が必要で

あるとい うことを何が しかの形で示す ことも大事かなと思いま した。以上です。

○原田委員長 あ りが とうございま した。

どうぞ。



○■■■■  先ほどは失礼いた しました。 申し入れに関 してですが、この手の文章は非常

に政治的なインパク トがあつた りする可能性があ りますので、私 自身は、かな り注意深 く

書かれていてこうい うのでいいのかなと思います。ただ、10項 目ばらばらあつて意図がわ

か りにくいなとい う気がいた します。

基本的なラインはかな リクリアにこの中の議論でも、あるいは事務局のほ うで御説明い

ただいた骨子 (案 )で も明らかなのではないか とい う気がいた します。 もし、 うまく書け

るようで した ら、最初のところに、基本的な考え方を明確にされておかれるといいのかな

と。基本的には、後処理問題 と、新生東電 と言つていますが、本来の電力事業、エネルギ

ー事業をどうい うふ うにこれか らやつてい くか、この 2つ の問題になると思つています。

最初の問題については、東電だけでや るとい うのは無理 とい うことは明確でございます

ので、これは政府 と金融機関と東電 との間で どう切 り分けていくかとい うことをきちん と

やつていただきたい とい うこと。

本来のエネルギー事業、電力事業については、国民に大きな便益を及ぼすような経営改

革やいろんな取 り組みをしていただくとい うラインかなとい うことです。 もし、そ ういつ

た格好で うまく書き込めるか どうかについて考えていただきたい と思つてお ります。

○原田委員長 あ りが とうございま した。

最終的に、今、起 こつている問題をどうい うように収束 させ るかとい う点 と、将来への

エネルギーの政策、これは産業政策を支えるためのもの として不可分のものだと思います。

■■■■ も触れ られたのですけれ ども、私は組織の部分最適、全体最適 とい う議論の中で

先ほど考えていたのは、火力発電所の例です。 日本の持つている最新鋭の技術を使 えば、

非常に効率的にいい石炭を使つてやれ るとい うことで、一部報道で東電がそ うい うことを

計画 しているとい う話があ りま した。これはC02対策であるとか、福島の復興への貢献 とか、

様々な形で評価できるのかもしれません。 しか し、それを個別に取 り上げて評価・検討す

るのではなくて、計画の全体性 といいますか、エネルギー政策の全体の中でそれをどう考

え、どう当てはめてい くか とい う中で検討 していただきたいとい う気がいた します。 これ

は組織の問題だけではないのですけれ ども、例えば再起動の問題 も、全体 としての物の考

え方をきちつとしない となかなか対処 していけないと思います。それをや るためには、ま

た大変な広範囲な検討をしなければな らない とい うことで、今の段階で どうい うようにバ

ランスをとつていくのかとい うことについても全体を踏まえた一定の考え方が必要です。

そこは、私はやは り科学的知見と政策の協調であると思います。それを政策 として、政府

として どう努力するのかとい うようなことが 1つ あるような気がするのですけれ ども、そ

れは運営委員会 として どうこうとい うよりも、む しろ国の政策の中にそ うい うことが反映

されて、それが東電の事故処理 と将来における事業計画の中にも反映 されてい くとい うこ

とだと思います。相互に関連は しているのですけれ ども、この段階で どうい うことを言つ

たらいいのか とい うのは難 しい面があるかもしれません。 さまざまな観点で考えなが ら、

委員会 としての年末にかけての議論にどのように反映 させていつたらいいのか とい うこと

14



について、またお考えいただければと思います。

どうぞ。

○■■■■  ありがとうございます。

当にこれか ら出 回戦略を考えるときにも技術を持って、原子力が将来 ど

うなろ うとも、それに対応できるように しなければいけない。基本的には、その原子力の

安全 もあ ります し、廃棄物の問題 もある、燃料サイクル、いろいろある。従来型の硬直化

した表面的なことは対応できなくなつているのではないか と思つて検討 しているところで

す。新 しい新火力な ども入れていつて、エネルギー、電気の生産 とい う観点で、一部原子

力 も使いながら、 どのように次の戦略を考えるのか大変重要な点だ と思 うのです。

東京電力も考えられていると思 うのですけれ ども、 日本の中で原子力をどうい う次の段

階に持つていくのか、人によつた らどうい うように してたたむのか と言 う人もお りますけ

れ ども、次の段階に向けての出口戦略 とい うような検討が大事であつて、大きな観点か ら

我々も東電のほ うを見たい と思 うし、運営委員会でもそ うい うような視点でもつて検討す

ることが大事かなと思つています :

○原 田委員長 あ りが とうございま した。

大変貴重な観点だ と思います。私は、今回のいきさつの中で、 日本の戦後の荒廃から立

ち直つてい く中で、原子力を平和利用に使 うとい うことで昭和30年 の初めにそ うい う決断

をして、 どうい う体制でいくのか とい うときに、今の原子力損害賠償に関する基本的な論

議がなされて、損害を事業者が負担す る、他方で事業者が地域独 占とい う形でいろいろ努

力 して、それを相対的に料金に転嫁 して回収 してい くといいますか、そのバランスを合わ

せていくとい うことをや る。 日本が復興 してい く中で、昭和31年 とい うのは東海道の全線

電化 された年です。私は今でも覚えているのですけれ ども、高校へ入つたばか りで、兵庫

県から東京に出てくるのも随分早 くなつたなと思いま した。それは一方では 日本の産業復

興における電力の意味、原子力発電を念頭に置きながら、電力需要に応えてい くとい う中

で、日本がこれだけの復興を遂げていつた。しか し、その過程でいろんな問題が生 じた と。

そ うい う意味で、■■■■がおらしゃったょうな原子カエネルギーの問題についても 1

つの転換点に来ているのかな とい う気が しますけれ ども、私は今回のさまざまな事故処理

の歴史、経過 と対応を見ていて、それは一方で、問題があつたか ら極端に走って、ゼ ロか、

あるいはこのままか とい うことではない と思います。やは り色々な観点を総合的に考えな

が ら、全体 として どうい うバ ランスで供給面から、また需要面の調整 もや りなが らやつて

いつた らいいのか。あるサイクルでそ うい うことを点検できるよ うな制度をつ くつていつ

てもらいたいとい う気が個人的にはいた します。

しか し、政府だけでは恐 らく対応できないです。 これには民間の活力 もあるし、また国

際的な協力関係 も必要だと思いますが、そ うい う視野を持つて解決策を模索 していつてい

ただきたい とい うような感 じがいた します。



何かほかによろしいですか。

どうぞ。

○■■■■ 今、委員長おっしゃるとお り、全体の大きな流れの中でこの問題を考えてい

かなければならないということと、■■■■おっしゃったょうに、大きく言 うと東電だけ

での対応では無理な後処理問題 と、エネルギー全体の中で、従来に決別 した新生東電がシ

ステム改革の線に乗つてどうい う役割を果たしていくかとい う大きな 2つ のことをこれか

らやっていかなければならないわけです。エネルギー政策全般の中で特に後段の東電がエ

ネルギー会社 としてどうい うようにしていくかとい うのは、本当はエネルギー基本計画が

きちつと決まつていると非常にそこもクリアにしやすい と思 うのですが、

今 日の申し入れは、これはこれでまたいろいろ急がれる事情はおあ りだ と思いますから、

委員長 さんの御判断で、もし修正があれば適宜修正 していただくな り何な りして出 してい

ただいたらと思います。その上で総合エネルギー基本計画など原子力政策の枠組みが 12月

に決まった段階で、特別事業計画を認可する中で、新たなエネルギー計画の線の中でどう

い うように東電は役割 を果た していけばいいのか とか、国、金融機関も役割を果た してい

けばいいのかとか、その中でまた考えを込めればいいのではないかと思つてお ります。

○原田委員長 あ りが とうございました。

議論は恐 らく尽きないと思います し、皆 さん方、いろいろ考えていることはまだまだあ

るのだ と思いますが、一応今回での議論を終わらせていただきたい と思います。

なお、新総特の骨子 (案 )につきま して本 日いただきま した貴重な御意見を踏まえま し

て、事務局におかれては、東電 と連携 もしながら策定を進めていっていただきたい と思い

ます。また、申し入れ事項につきましては、今 日、お話 しいただきま したが、若干今、そ

れを加 えた案 も作っていただいているようでございますけれ ども、間に合いますればそれ

も後でお配 りいた しますが、最終的には非常に難 しい問題ですけれ ども、 どうい う形で最

終的に取 りまとめるか とい うのは、事務局 と私にお任せいただいて進めたいと思います。

その上で、この資料、申し入れ事項は、後ほど記者の皆 さんにぶ ら下が りとい う形でブ

リーフをする機会を作つていただきま したので、そこで説明させていただきたいと思いま

す。なお御意見もあるかと思いますが、先ほど■■■■ が言われま したように、恐 らくか

な りいろんな問題がこれからも出てくると思いますので、それを踏まえて12月 に入 りま し

ての新 しい総特の計画の議案の審議の中で、また反映 させていただくとい うことにさせて

いただきたい と思いますが、よろしゅうございますで しょうか。

それでは、そ うい うことで、もし時間的に間に合 うようで した らそれを配 らせていただ

くとい うことでお願いいた します。本 国の議事は以上にな りますが、今回の運営委員会の

議事録につきま して事務局で作成 して
｀
いただいて、後 日、皆様方に御確認いただいて確定

させていただきたい と思います。
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○

なお、議事録の扱いは非公表でございますので、よろしくお願いいた します。

事務局か ら何か御提案はございますか。

私か ら補足で、これか ら年末にかけてどんなスケジュー

ルで、何が論点になつているのか とい うことを端的に申し上げたい と思います。

新総特のほ うの作業は、東京電力 と機構で今行つてお りますが、大きく分けて残 された

非常に大きな論点は 3つ ございます。

まず、第 1に金融機関との関係です。 この金融機関 との関係は、御承知のよ うにホール

ディングス制下において、例 えば連帯保証の扱いをどうい うようにするのかとか、あるい

は新規の融資、成長投資に伴って相当な融資 もまた必要にな りますが、個々の金融機関か

らすると相 当なエクスポージャーになっているものですから、それ との関係で、それをど

こまでコミッ トす るのか。 これは恐 らく先ほどか ら御意見出ているように、国も一歩前に

出た、東京電力もそれな りに一歩前に出る、金融機関はどうす るのだ とい う話はある程度

政治的にもハイライ トされつつあ りま して、恐 らく、そのハイライ トが強まる状況の中で

最後 どうい うよ うにす るか とい うことにな ります。合意できないのであれば、パ ッケージ

全体が どうなるかわか らなくなるとい うようなところまでいつて しま うかもしれない と思

っていま して、ここは予断を許 さない ところでございます。

2点 目の国の負担、東電の負担 とい うところでございますが、大筋は自民党の復興加速

化本部で方向性が出てお りますが、具体的な負担の仕方について どうするかとい うのは、

今、財務省 とエネ庁のほ うでずっと検討 してお ります。それが出て くるのが恐 らく予算の

全体の査定 と絡んで出てまい りますので、これが 12月 の上旬か ら中旬にかけてではないか

と思われます。

大きく分けた 3つ 日の論点は、これは東京電力そのものでございま して、やは り除染の

ほ うについて国がある意味で一歩前に出る。その他、賠償 とか、金融についても、ある程

度一歩前に出るとい うのが決まってくるとすると、東京電力 としてどう一歩前に出るのか。

今の 3つ の大きな項 目が年末にかけて調整が続きなが ら総特の作業が進んでい くとい うこ

とです。

以上、御報告でございます。

○原 田委員長 先ほどの議論に基づきま して、事務局のほ うで早速訂正案が出てお ります

のでご覧いただけますで しょうか。

これは先ほどいろいろ御意見いただいたので赤字で直 し

てあ ります。若干打ち間違いがあ りますので補足説明いた します と、最初の 1番 目は、「そ

の際」です。その際、東京電力のみで事故対応 と費用負担を行 うことはもはや困難であ り、

国、東京電力、金融機関など、関係者が適切に分担 を行 うこと。

4つ 日の ところですが、廃炉、汚染水対策に全力で取 り組む。適切な措置や迅速な情報

開示を行 うこと。ダブ リがあつたので、その前のものとの調整を図 りま した。

次のページですが、先ほど■■■■か らお話のあった部分最適、全体最適についてはつ



き り書いてお ります。ホールディングカンパニー制のもとにおける組織のあ りようについ

て、全体最適 を行 うとする。 しかも、それがエネルギー産業全体を視野に置いて部分最適

に陥 らず全体最適を踏まえた姿 となるとい うことです。

その次でございますけれ ども、電カシステム改革を先導する諸改革に積極的に取 り組み、

新生東電 とも言 うべき新たな姿を示す こと。 ここも先ほどの御趣 旨を生か した修文をして

みま した。一応事務局 としての修正案でございます。

○原 田委員長 今の件で何か御意見ございますで しょうか。

○■■■■  最初のほ うに申し上げま した とお り、全体 として結構だ と思つてお りますの

で、細かい点は委員長 と事務局にお任せ したい。今、配 られたものについても、もちろん

異存はございません。

○原 田委員長 全体の、一体国の負担が どうなるのか とい うのは確かに大きな問題ですね。

そのあた り、今後 とも十分認識 しなが ら、 どうい う形でそれを事業計画の中に、あるいは

その後、取 り込んでいけるのかとい うのは、国全体の取 り組み方にもよりますね。それを

委員会の立場でこの段階でどうだ とい うことはなかなか言いづ らいかもしれませんので、

それを念頭に置きなが ら進めてい くとい うことでよろしいで しょうか。

ほかによろしゅうございますか。

それでは、■■■■ のほ うで事務連絡がもしございま した ら。

事務連絡でございます。

大変申しわけございませんけれ ども、今お配 りしてお ります資料の うち、 「新総合特別

事業計画の骨子 (案 )」 及び今、再度配付いた しま した 「「新総合特別事業計画 (仮 )」

の策定について (案 )」 でございますが、本 日の会議の終了後に回収 とさせていただけれ

ばと思いますので、そのまま席上に置いていただければと思います。 よろしくお願いいた

します。

なお、佐藤監事より、平成25年度監査計画を理事長宛てに提出 していただいてお ります

ので、御報告 させていただきます。

事務連絡は以上でございます。あ りが とうございま した。

○原田委員長 それでは、あ りが とうございました。

特にこの際、あと数分あ りますけれ ども、何かございま した ら。 よろしゅうございます

か。

それでは、これで会議は終わ らせていただきます。この後のプ レス対応につきま しては、

私 と事務局で統一的に対応 させていただきたいと思いますので、それでよろしゅうござい

ますか。

(「 異議な し」 と声あ り)

○原 田委員長 それでは、そのようにさせていただきます。

なお、次回の運営委員会の 日程につきま しては、事務局よ り御連絡差 し上げてお ります

とお り、 12月 13日 、金曜 日(8時 ～ 9時半、また早朝でございますけれ ども、御出席のほ
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ど、よろしくお願いいたします。

それでは、本 日はどうもありがとうございました。
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